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資料１ 



経済財政運営と改革の基本方針2014（６月24日閣議決定） 

第１章 アベノミクスのこれまでの成果と今後の日本経済の課題 
 
４．日本の未来像に関わる制度・システムの改革 
 
（望ましい未来像に向けた政策推進） 
 人口急減・超高齢化への流れを変え、望ましい未来像に向けた改革・変革を進めていくこと
により、以下のような道筋が描かれる。 
①人口急減・超高齢化に対する危機意識を国民全体で共有し、50年後に１億人程度の安定した 
 人口構造を保持することを目指す 
②経済を世界に開き、絶え間なくイノベーションを起こし、高付加価値な財・サービスを生み 
 出すことを通じて、成長を続ける 
③年齢、性別に関わらず、意欲、個性や能力に応じて様々な形で活躍できる社会、制度、 
 仕組みを構築する 
④個性を活かした地域戦略と、地域における「集約・活性化」を進め、働き場所があって 
 暮らし続けられる地域社会をつくる 
⑤基盤的な制度、文化、公共心など社会を支えている土台を大切にする 
 望ましい未来像とそれに至るまでの道筋を共有し、現在必要となる取組について、局所的な
対応に陥らないよう、優先度に留意しながら、全体として推進していくことが重要である。デ
フレ脱却・経済再生に向けた動きを確実にするとともに、その先を見据え、社会保障制度と財
政の持続可能性を確保しつつ、地域社会の再生、発展を可能とし、日本経済の持続的・安定的
な成長を実現していく観点から、人口急減・超高齢化の克服に向けた諸課題への対応にスピー
ド感を持って取り組んでいく時である。とりわけ、地域の活力を維持し、東京への一極集中傾
向に歯止めをかけるとともに、少子化と人口減少を克服することを目指した総合的な政策の推
進が重要であり、このための司令塔となる本部を設置し、政府一体となって取り組む体制を整
備する。 2 



3 



4 



5 



6 



地方 

2015年度 
2014年 

10月 11月 12月 

全体スケジュール（イメージ） 
9月 

本部会合 

第一回 
・基本目標・基本
姿勢の提示 

 
「地方人口ビジョン」「地方版総合戦略」 

策定準備作業 
 

「地方人口ビジョン」や「地方版総合戦略」の策定を支援//// 

第二回 
・ 「長期ビジョン」

と「総合戦略」の
論点提示 

第一回 
・基本的な考え
方、論点を提示 
 

第二回 
・論点に関する意
見交換、 基本政
策検討の報告 

第三回 
・「長期ビジョン」と
「総合戦略」の骨子
議論 

第三回 
・「長期ビジョン」及び
「総合戦略」の骨子
の提示及び議論 

第四回 
・「長期ビジョン」及
び「総合戦略」につ
いて政府決定 

第四回 
・「長期ビジョン」 
「総合戦略」の審
議、とりまとめ 

国と地方との連絡調整 

まち・ひと・しごと創生会議 

2015年1～3月 

 
 

「地方人口ビジョン」策定 
（2014年度～2015年度中） 

「地方版総合戦略」策定 
（2014年度～2015年度中） 



まち・ひと・しごと創生本部の組織体制 

 

 
 ○設置根拠：閣議決定（９月３日） 
 ○構成： 
   本部長     総理大臣 
   副本部長   地方創生担当大臣、官房長官 
   本部員       他の全ての国務大臣 
             ※その他必要に応じて本部長が出席を求める 

まち・ひと・しごと創生本部 

まち・ひと・しごと創生会議 
○設置根拠：本部長決定 
○構成： 
  議長   総理大臣 
  副議長  地方創生担当大臣、官房長官 
  議員   ・経済財政担当大臣、少子化担当大臣、復興担当大臣、総務大臣、 
         財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、  
                        国土交通大臣、環境大臣、内閣府特命担当大臣（金融）、内閣府特命担  
                        当大臣（経済財政政策）、内閣府特命担当大臣（規制改革）、内閣府特命 
                        担当大臣（少子化対策）、内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策） 
        ・民間有識者  ※その他必要に応じて議長が出席を求める 
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有識者メンバー 
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池田 弘   公益社団法人日本ニュービジネス協議会連合会会長 
  
伊東 香織  岡山県倉敷市長 
  
大社 充   NPO法人グローバルキャンパス理事長 
  
奥田 麻依子 島根県海士町、隠岐島前高校魅力化コーディネーター 
  
坂根 正弘  コマツ相談役 
  
清水 志摩子 NPO法人全国商店街おかみさん会理事長 
  
田中 進   農業生産法人(株)サラダボウル代表取締役 
  
冨山 和彦  経営共創基盤代表取締役CEO 
  
中橋 恵美子 NPO法人わははネット理事長 
  
樋口 美雄  慶應義塾大学商学部教授 
  
増田 寛也  東京大学公共政策大学院客員教授※ストップ少子化・地方元気戦略（座長） 

  
山本 眞樹夫 帯広畜産大学監事、前小樽商科大学長 



地方の意見の反映 

○９月16日（火） 安倍総理と都道府県議会議長会との懇談会 

○９月24日（水） 石破大臣と地方六団体との意見交換会（第１回） 

○まち・ひと・しごと創生本部事務局 基本政策検討チームにおけるヒアリング 

月日

１０月２日（木）
【地域の少子化】

　湯崎　英彦 （広島県知事） 　清原　慶子 （東京都三鷹市長） 　大久保　明 （鹿児島県伊仙町長）

１０月３日（金）
【企業等の地方移転・地方
採用、地方大学活性化等】

　浜田　恵造 （香川県知事） 　藏田　義雄 （広島県東広島市長） 　荒木　泰臣 （熊本県嘉島町長）

１０月６日（月）
【地方移住関連】

　尾﨑　正直 （高知県知事） 　近藤　隆則 （岡山県高梁市長） 　石橋　良治 （島根県邑南町長）

　飯泉　嘉門 （徳島県知事）

　石井　隆一 （富山県知事）

１０月８日（水）
【地域生活基盤】

　広瀬　勝貞 （大分県知事） 　阿部　秀保 （宮城県東松島市長） 　矢野　富夫 （高知県檮原町長）

１０月９日（木）
【地域産業（人材・雇用・

事業主体）】
　古川　康 （佐賀県知事） 　片岡　聡一 （岡山県総社市長） 　後藤　正和 （徳島県神山町長）

１０月１０日（金）
【地域産業（分野別）】

　高橋　はるみ （北海道知事） 　牧野　光朗 （長野県飯田市長） 　片山　健也 （北海道ニセコ町長）

全国知事会 全国市長会 全国町村会

１０月７日（火）
【地域の連携】

　前田　康吉 （北海道滝川市長） 　伊藤　定勉 （滋賀県豊郷町長）
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１－１ 日本の出生数・出生率推移 

出生数及び合計特殊出生率の年次推移 
（昭和22～平成25年） 

（出典）厚生労働省「人口動態統計」 

○ 日本の人口減少には歯止めがかかっていない。 
○ 合計特殊出生率は、2005年の1.26から2013年の1.43までやや回復するも、出生数は1970年代半
ば以降減少傾向。 

○ 第２次ベビーブーム世代は40歳代となり（第３次ベビーブームは発生せず）、このまま推移すれ
ば、今後子どもをもつ可能性のある若い世代の人口が傾向的に減少していくことが確実。 
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１－２ 日本の将来人口動向 

○ 人口減少は世代別の異なる動きの中で進む。 
○ 日本の将来人口動向は、第１段階：高齢人口が増加する時期、第２段階：高齢人口が維持・微減
となる時期、第３段階：高齢人口さえも減少する時期、に大きく分けられる。 

2010年 2040年 2060年 2090年 2110年 

総人口  12,806万人  10,728万人  8,674万人      5,727万人  4,286万人 

老年人口（65歳以上） 
高齢化率 

  2,948万人 
    23.0% 

  3,868万人 
     36.1%  

 3,464万人 
    39.9% 

 2,357万人 
    41.2% 

 1,770万人 
    41.3% 

生産年齢人口（15～64歳）   8,174万人   5,787万人  4,418万人      2,854万人  2,126万人 

年少人口（～14歳）   1,684万人   1,073万人    791万人    516万人    391万人 

将来推計人口【中位推計-合計特殊出生率1.35】 

（備考）国立社会保障・人口問題研究所 
  「日本の将来推計人口 
       （平成24年1月推計）」より作成 



１－３ 地域によって異なる将来人口動向 

○ 地域によって将来人口動向の『減少段階』は大きく異なっている。 
○ 東京都区部や中核市などの都市部は『第１段階』にあるのに対し、人口５万人以下の地方都市は
『第２段階』、うち過疎地域は『第３段階』に突入している。 

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」より作成。 
    ２．上記地域別将来推計人口の推計対象となっている市区町村について、カテゴリー（人口５万人以下の市区町村は2010年の人口規模で 
     中核市・特例市は平成26年4月1日現在で、過疎地域市町村は平成26年4月5日現在でみたもの）ごとに総計を求め、2010年の人口を100とし、 
     2040年の人口を指数化した。 13 
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第１人口移動期
(1960～1973(オイルショック))

第１人口
移動均衡期
（1973～1980）

第２人口移動期
(1980～1990年代(バブ

ル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

東京圏

関西圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.0万人

6.3万人

－65.1万人 地方圏からの転出超過ピーク

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

東京圏
6.5万人

関西圏
0.4万人

名古屋圏
0.7万人

地方圏
7.6万人

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
(注) 上記の地域区分は以下の通り。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第３人口移動期
（2000～）
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岐阜県
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１－４ 人口移動の状況 

大都市への転入者数（移動前住所地別） 
（2011年） 

○ 人口減少理由は地方によって異なるが、人口移動が大きな要因。 
○ これまで３期にわたり大きな人口移動が発生。 
○ 大都市への転入者の多くは県内移動が多くを占めるが、東京においては関東圏のみならず全国
からの転入が見られる。 

14 （出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 



15 

１－５ 東京圏への転入超過① 

○ 東日本大震災後に東京への転入超過数は減少したが、昨年は震災前の水準を上
回っており、東京圏への転入は拡大している。 

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年） 
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大阪圏 （大阪府 兵庫県 京都府 奈良県合計） 
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１－６ 東京圏への転入超過② 

○ 東京圏への転入超過数の大半は20－24歳、15－19歳が占めており、大卒後就職時、
大学進学時の転入が考えられる。 

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入  

万人 
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１－７ 東京と地方の就業、所得状況 

○ 東京圏への人口の流入と地方での人口減少は、就業、所得状況と表裏一体になって
いることを示唆。 
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「職業安定業務統計」
(注)ここでいう「有効求人倍率格差」とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）における有効求人倍率（有効求人数／有効求職者数）

を東京圏以外の地域における有効求人倍率で割ったもの。

有効求人倍率格差

有効求人倍率

高度成長期 第一次石油危機 バブル バブル崩壊

三大都市圏

（転入超過数 万人）

三大都市圏における人口移動（転入超過数）と地域間所得格差の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
(注) 上記の地域区分は以下の通り。
三大都市圏：東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、関西圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
（出典）内閣府HP「県民経済計算旧基準係数」、2001年以降「平成22年度県民経済計算」
2010年度の上位1～5位は、東京都、滋賀県、静岡県、愛知県、茨城県。上位5県の平均は337.7万円である。
2010年度の下位1～5位は、沖縄県、高知県、宮崎県、岩手県、鳥取県。下位5県の平均は218万円であり、1.53倍となっている。
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7

１－８ 人口移動と経済指標 

○ 三大都市圏への人口移動（転入超過数）と地域間所得格差の推移は概ね一致。 
○ 1990年代以降、東京圏の相対的な雇用環境の改善と東京圏への転入超過数の増加
が同時発生。 
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※ 第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日） 
                             高橋教授提出資料 

１－９ 大都市圏の高齢化問題の顕在化 

○ 今後、三大都市圏の高齢化が急速に進む。 
○ 特に東京の近郊市の高齢化が顕著。 

（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」より。 



１－１０ 東京への人口集中 

○ 東京は、周辺都市も含めれば、人口では世界一の都市。 
○ 他都市に比べて居住地域は外周部に拡大しており、都心から50～70kmまでが通勤・
通学圏域。 

○ 結果として、通勤時間は諸外国の都市と比較して突出して長い 

20 

資料： 国内は「平成22年大都市交
通センサス首都圏報告書（2012年
３月）」（国土交通省）、海外は「ZZA 
Responsive User Environments
（ 2010年３月）」をもとに国土交通
省都市局作成。 



○ 関東圏以外の出身者の約５割は、東京から移住する予定又は移住を検討したいと思っ 
  ている 

１－１１ 若者等の地方への移住に関する意向①   

出典：内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」結果概要 21 

年代別の移住希望者の割合 
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１０・２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 

うち男性 
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2.7  

2.3  

5.8  

6.7  

3.5  

5.0  

28.8  

35.7  

59.3  

50.3  

全体（n=1200） 

関東圏以外の出身者（n=300） 

【移住の希望の有無】 
今後１年以内に移住する予定・検討したいと思っている 今後５年をめどに移住する予定・検討したいと思っている 
今後１０年をめどに移住する予定・検討したいと思っている 具体的な時期は決まっていないが、検討したいと思っている 
検討したいと思わない 

４９．７％ 

（％） 

４６．７％ 
５０．８％ 

３４．２％ 



１－１２ 若者等の地方への移住に関する意向② 

○ Uターンしての移住は、全体の約３割が希望している。 
○ １０・２０代の若者男女はUターンして移住を行ってみたいと思う人の割合が比較的高い。 

出典：内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」結果概要 

22 
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１－１３ 若者等の地方への移住に関する意向③ 

○移住する上での不安・懸念点として、「働き口が見つからないこと」「日常生活や公共交 
 通の利便性」を挙げる人が比較的多い。 
○また、移住する上で困っている点として、「移住に関する情報が十分でなさそうなこと」とい 
 を挙げる人が比較的多い 

【移住する上での不安・懸念点（複数回答）】 

出典：内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」結果概要 
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【移住を検討する上で困っている点（複数回答）】 

（％） 
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２－１ 人口減少の要因（地方と３大都市） 

○ 三大都市圏、特に東京の出生率は極めて低い。 
○ 地方から三大都市圏への若者の流出・流入と低出生率が人口減少に拍車。 
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（出典）厚生労働省「平成25年人口動態統計月報年計」 

（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会 
   「ストップ少子化・地方元気戦略」より。 



出 生 率 低 下 の 要 因 

年齢別未婚率の推移 

○ 出生率低下の要因は、「未婚率の上昇」と「夫婦の子ども数の減少」。 
○ 未婚率は、2010年は一部に下降がみられるものの、1970年代以降男女とも上昇傾向が続いてお
り、晩婚化（あるいは非婚化）が相当程度進行。 

○ 結婚した夫婦からの出生子ども数が1990年代以降減少傾向。かつて2.2程度で安定して推移して
いた完結出生児数（夫婦の最終的な平均子ども数）は2010年には1.96と２を下回った。 

完結出生児数、夫婦の平均出生子ども数（妻の年齢別） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出産力調査」、「出生動向基本調査」 
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資料：総務省統計局「国勢調査報告」 
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２－２ 出生率低下の要因 

25 

2.20 2.19 2.23 2.19 2.21 2.21 2.23 2.09 1.96

0.64

0.75

0.50

0.72 0.69 0.68 0.85

0.84
0.93

1.41
1.36

1.28
1.32

1.09

0.95 0.96

1.08 1.11

1.99 1.99 1.99 1.97

1.76

1.61
1.52

1.47

1.36

2.18 2.16 2.16 2.14 2.15
2.06

1.90
1.85

1.74

2.35

2.18 2.21 2.18 2.16 2.18 2.17

2.00

1.87

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

1972 1977 1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010

完結出生児数

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

※ 「完結出生児数」は、結婚持続期間（結婚からの経過期間）15～19年夫婦の平均出生子ども数で、夫婦の最終的な平均出生子ども数とみなされている。



10.1% 

31.7% 

57.1% 

5.6% 

12.5% 

24.9% 

3.3% 

7.2% 

17.1% 

7.6% 

17.7% 

23.8% 

2.3% 

6.7% 

13.2% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 

正社員 

非正規雇用 

非正規雇用のうちパー

ト・アルバイト 
非正規雇用のうち派遣 

無業 

26 

資料： 労働政策研究・研修機構「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状」
（2009年）より作成。 

○ 若年者の非正規雇用割合は依然として高く、非正規雇用の給与は正規雇用と比較して低い。 
○ 男性非正規雇用の有配偶率は低く、雇用の不安定が結婚に当たっての「壁」となっている。 

正規雇用と非正規雇用の１人当たり平均給与 

就労形態別配偶者のいる割合（男性） 

資料：国税庁「民間給与実態統計調査」（2012年） 

平均給与 
うち正規 うち非正規 

計 ４０８万円 ４６８万円 １６８万円 

男 ５０２万円 ５２１万円 ２２６万円 

女 ２６８万円 ３５０万円 １４４万円 

資料： 総務省統計局「労働力調査」、「労働力調査特別調査」 
（注）   ）  1. 完全失業率については、各年の平均。 2. 非正規雇用割合については、2001年までは「労働力調査特
別調査」（2月調査）、2002年以降は「労働力調査（詳細集計）」による。調査月（2001年までは各年2月、2002年以
降は年平均の値）が異なることなどから、時系列比較には注意を要する。3. 在学中を除く非正規雇用割合（15～
24歳）については、2002年以降の「労働力調査（詳細集計）」より調査を開始したため、表の途中から記載。 

若年者の失業率と非正規雇用割合の推移 （％） 

２－３ 若年者の非正規雇用の増加 
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女性の就業状況 第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化 

  

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１４回出生動向基本調査（夫婦調査）」 

出産後継続就業
率26.8(38.0)％ 

出産前有職 

70.7 (100)% 

（資料）総務省「労働力調査」 

２－４ 女性の就労と家庭 

○ 近年いわゆるＭ字カーブは小さくなっているが、出産・育児を機に労働市場から退出
する女性は多い。特に20歳代後半から30歳代において、実際の就業率と潜在的な労働
力率との差が大きい。 

○ また、女性の出産後の継続就業は依然として困難であることがうかがわれる。 
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※１．女性就業率は各年齢階級の女性人口に対する女性就業者数の割合。 

※２．潜在的な労働力率は、労働力人口（就業者＋完全失業者）に、 
  非労働力人口のうち就業希望者を加えてみたもの。 
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２－５ 未婚者の結婚の意思等、夫婦の理想・予定子ども数 

○ 未婚者の結婚意思は、男女ともに「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合が９割程度で推移。 
○ 夫婦の理想子ども数は2.5人前後で推移。夫婦の予定子ども数、未婚者の希望子ども数は2.1前
後で推移。ただし、近年、若干低下しているようにもみえる。 
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未婚者の結婚の意思 （％）
1987 1992 1997 2002 2005 2010

いずれ結婚するつもり 91.8 90.0 85.9 87.0 87.0 86.3
男性 一生結婚するつもりはない 4.5 4.9 6.3 5.4 7.1 9.4

不詳 3.7 5.1 7.8 7.7 5.9 4.3
いずれ結婚するつもり 92.9 90.2 89.1 88.3 90.0 89.4

女性 一生結婚するつもりはない 4.6 5.2 4.9 5.0 5.6 6.8
不詳 2.5 4.6 6.0 6.7 4.3 3.8
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（人）
未婚者の希望子ども数、夫婦の理想・予定子ども数

希望子ども数（未婚男性）

希望子ども数（未婚女性）

理想子ども数（夫婦）

予定子ども数（夫婦）

未婚者の平均希望子ども数、夫婦の理想・予定子ども数 （人）
1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010

希望子ども数（未婚男性） 2.34 2.30 2.23 2.15 2.05 2.07 2.04
希望子ども数（未婚女性） 2.29 2.23 2.17 2.13 2.03 2.10 2.12
理想子ども数（夫婦） 2.62 2.67 2.64 2.53 2.56 2.48 2.42
予定子ども数（夫婦） 2.20 2.23 2.18 2.16 2.13 2.11 2.07

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
※ 年次は調査年。未婚者については18～34歳の者を対象に集計したもの。夫婦の理想・予定子ども数は妻が50歳未満の 
 夫婦に係る調査で回答者は妻。 



２－６ 主要国の女性年齢別出生率 

○ 日本を含む合計特殊出生率の低い国々は、総じて20歳代から30歳代前半の出生率が低い。 
○ 合計特殊出生率が1.8 前後の国（オランダ、デンマーク）は、20歳代後半から30歳代前半の出生
率が高い。 

○ 合計特殊出生率が2.0に近い国々（イギリス、スウェーデン等）は、さらに、20歳代前半や30歳代
後半の出生率 もある程度高い。アメリカは、30歳代後半の出生率はそれほど高くはないが、20歳
代前半の出生率が非常に高い。 
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国（年） 合計特殊 
出生率 

女性の年齢別出生率（‰） 

19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上 

シンガポール（2010） 1.27 4.9 24.7 74.6 95.0 47.6 7.0 0.3 

韓国（2010） 1.28 1.8 16.7 81.9 116.1 34.2 4.3 0.2 

イタリア（2005） 1.30 6.8 32.9 72.2 88.1 50.0 10.4 0.4 

日本（2011） 1.39 4.6 34.6 87.5 96.3 47.2 8.3 0.2 

ドイツ（2010） 1.39 8.9 38.9 81.1 93.1 46.8 8.4 0.4 

オランダ（2010） 1.79 5.1 37.3 111.9 135.1 58.6 9.1 0.3 

デンマーク（2010） 1.87 5.0 42.9 123.1 133.8 58.8 9.6 0.5 

フィンランド（2010） 1.88 8.5 57.3 117.4 120.9 59.0 11.6 0.6 

イギリス（2009） 1.94 25.0 73.0 107.3 112.6 57.9 11.9 0.7 

スウェーデン（2010） 1.98 5.9 50.7 118.2 137.8 69.2 13.3 0.8 

フランス（2008） 1.98 10.2 60.7 134.0 123.5 56.1 11.5 0.6 

アメリカ（2008） 2.08 41.5 103.0 115.1 99.3 46.9 9.8 0.6 

出典：UN, Demographic Yearbook (2011) 



諸外国の合計特殊出生率の推移 

○ 我が国の合計特殊出生率を諸外国と比較すると、ドイツや南欧・東欧諸国、アジアNIES とともに、
国際的にみて最低の水準。 

○ また、2006年以降の出生率は、横ばいもしくは微増傾向だが、2013年も1.43と依然として低い水
準にあり、長期的な少子化の傾向が継続している。 
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２－８ アジア諸国における合計特殊出生率の動向 

○ 日本を含むアジア諸国の合計特殊出生率は、1970年代以降急速に低下し、大きな
改善もみられない。 



２－９ 世界各国の出生率回復可能性（OECD） 

○ OECDによる出生率回復シミュレーション（2005年）によれば、日本の合計特殊出生率
は、育児費用の直接的軽減、育児休業、保育拡充などの政策により2.0まで回復可能。 

○ 他方、既に対策を取っているドイツやスペインは、今後の回復可能性は低い。 
○ このOECDレポートでは、出生率回復には、子どもを産み育てることに寄与する様々な

分野にわたる総合的な取組を長期継続的に実施していくことが重要と指摘している。 

（出典）”Trends and Determinants of Fertility Rates in OECD Countries: The Role of Policies”(OECD 2005)  

各種政策改革の合計特殊出生率への潜在的影響 
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  達成時期            2090年の人口   高齢化比率 

ケースA 2025年1.8   ８,１０１万人(安定しない)  ３１．５% （2095年） 

ケースB 2025年1.8→2035年2.1   ９,４６６万人(安定) ２６．７% （2095年） 

ケースC 2025年1.8→2040年2.1 ９，３７１万人(安定)  ２６．７% （2100年） 

ケースD 2025年1.8→2050年2.1 ９，２００万人(安定)  ２６．７% （2105年） 

ケースE 2030年1.8→2050年2.1 ８，９４５万人(安定)  ２６．７% （2110年） 

中位仮定 TFR=1.35 ５,７２０万人（安定しない） ４１．２％ （2100年） 

２－１０ 人口減少問題と高齢化問題 

○  出生率の改善が早いほど、将来の安定人口が大きくなる。 
○  人口減少問題の解決は、高齢化問題の解決にもつながる。 
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希望出生率1.8と人口置換水準出生率2.1の達成時期別の将来人口と高齢化比率 

（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」より。 



２－１１ 市区町村人口の自然増減・社会増減の影響度 

○ 地域によって自然増減・社会増減の影響度は異なる。 
○ たとえば、北海道では社会増減、京都では自然増減の影響度が大きい。 

1 2 3 4 5 総計

0 3 8 7 3 21
0.0% 1.6% 4.3% 3.7% 1.6% 11.2%

0 8 18 3 1 30
0.0% 4.3% 9.6% 1.6% 0.5% 16.0%

2 15 27 7 0 51
1.1% 8.0% 14.4% 3.7% 0.0% 27.1%

1 17 28 3 1 50
0.5% 9.0% 14.9% 1.6% 0.5% 26.6%

1 14 17 3 1 36
0.5% 7.4% 9.0% 1.6% 0.5% 19.1%

4 57 98 23 6 188
2.1% 30.3% 52.1% 12.2% 3.2% 100%

　　　　　　　　　自然増減の影響度が大きい
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（出典）日本創成会議、北海道総合研究調査会資料 

北海道 
188市区町村の影響度の分布 

京都府 
36市区町村の影響度の分布 

注）影響度の考え方：社人研の市区町村別推計データと、2030年までに出生率2.1、および転出入が±ゼロになった場合の推計データとを比較する。 

自然増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現した場合の社人研推計に対する人口増減率 

             １＝100％未満 ２＝100～105％ ３＝105～110％ ４＝110～115％ ５＝115%以上の増加  

社会増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現し、かつ転出入が±ゼロになった場合の、社人研推計で2030年までに合計特殊出生率＝2.1と 

              なった場合に対する人口増減率 １＝100％未満  ２＝100～110％  ３＝110～120％  ４＝120～130％ ５＝130%以上の増加 

1 2 3 4 5 総計

0 1 6 2 5 14
0.0% 2.8% 16.7% 5.6% 13.9% 38.9%

0 1 8 0 0 9
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